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(1) 技術集約的製品は SITC の 5 (化学〉と 7 (機械，輸送機器〉の製品である。











統計月報』の最も古い調査時点は1973年 3 月末になるので， 70年代はその時から1981年 3 月末






以上を前提にして表 1 -1 をみてみよう。まず第 1 に， 70年代の製造業の直接投資の年平均
増加率が27.9%であること， 80年代にはそれが大幅に低下しているとはいえ14.4% と，次にみ
るアメリカなどと比べると依然高い水準にあるのがわかる。その中でも HRI 4 産業はそれよ
りもさらに高い伸びを示している。 70年代は34.0% ， 80年代は17.3%である。こうして 1986年






よりも高し、。 1986年度末の世界合計に対して，製造業の32.9% ， HRI 産業の39.8%，そして電
機はなんと 56.8%をアメリカ 1 国向けが占めている。
一方，アジア NIES に対する直接投資は増加率としても金額としても低いとはいえないが，
あまりにもアメリカに対する投資が多いため，相対的な比重としては低下し続けている。その
結果， 1986年度末の世界総合計に対するアジア NIES 向けの比重は，製造業では13.8% ， HRI 
産業では16.5%，電機では17.5% まで、下がった。




表 1 -1 日本の対外直接投資(製造業〉 〈単位: 100万ドル〉
1973.3 1981. 3 1987.3 
世 製 造 業 1, 752 (100) ; 12, 573 (1009]) 28, 206(1040]>
" [27. [14. 界 H R I 583 (100) , 6, O78(100]> 15, 869 (100) 
i口L [34.0 [17.3 
電 機 172 (100) l , 579(100]> 4, 734(100l]言十 [31. 9 [20. 
先 製 造 業 471 (26.9) 4, 008([ 31.9>] 13, 509([ 47.94]>
30. 7 22. 
進 H R I 122 (20.9) l , 987([ 4321..77]> 8, 524([ 2573..57]) 
国
電 機 35 (20.3) 810([ 4581..31] 3, 296([ 69.6>]計 26.4 
ア 製 1、左巳色 業 176 (10.0) 2, 056([ 3166..40]> 9, 267([ 32.9>]
28.5 
メ H R I 60 (10.3) l , 191([ 419.6]) 6, 321 ([3329..81>]
リ 5.3 
電 機 27 (15.7) 653([ 441.4]> 2, 688([ 56.8>]
カ 8.9 26.6 
途 製 1、左巴!-. 業 1, 281 (73. 1) 8, 565([ 68.1]> 14, 697([ 52.1]
26.8 9.4 
上 H R I 461 (79.1) 4,093([ 3671..43]) 7, 345([ 46.3]) 
国 10.2 
電 機 137 (79.7) 770([ 48.8]> l , 439 [[30.4>]
計 24. 1 11. 0 
ア 製 造 業 404 (23.1) l , 997([ 15.9] 3, 891 ([13.8>]
ミ〆 22. 1 11. 8 
ア H R 154 (26.4) l , 182([ 19.4>] 2, 626([ 16.5]N 29.0 14.2 
E 電 機 78 (45.3) 431 ([27.38]) 829([ 17.5]) 
S 23. 11. 5 
(注) 1) 先進国には，北アメリカ，ヨーロッパ，オーストラリア，ニュージーランドが含まれる。それ以
外はすべて途上国とした。アジア NIES は韓国，台湾，香港，シンガポーノレの 4 カ国である。
2) HRI には化学，機械，電機，輸送機の 4 つの産業が含まれる。
3) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， c )はそれぞれの期聞の年平均増加率である。
(出所〉 大蔵省『財政金融統計月報』各号。
このような直接投資の動向は貿易の動向とかなり一致している。日本の技術集約的製品の輸
出の年平均増加率は70年代は23.7% ， 80年代は1 1. 2%で， とくに80年代は他の国に比べて高か
った。そしてその中でもアメリカに対する輸出は年平均19.6% も増大し， 1986年の全輸出に対
する対米輸出の比重は42.8%まで上昇した。アジア NIES に対する輸出は，アジア NIES の
側からみると決定的な意味をもっているが，日本の側からみるとその相対的な比重は決して高
くはないのである。









増加率が， 70年代には11. 1% ， 80年代には 2.7 %と日本と比べると著しく低いということを明
らかにしている。アメリカの HRI 産業は化学，機械，電機・電子，輸送機器からなり日本と
表 1-2 アメリカの対外車接投資(製造業〉 (単位: 100万ドル〉
1970年 1980年 1986年
世 製 造 業 31, 049 (100) 89, 160 <1001>]
[ 2 
界 H R I 18, 765 (100) 
i日L [11 
電機・電子 7, 266 (100) 
計
先 製 造 業 25, 572 (82.4) 71.385([80.1>]
10.8 




5, 416 (74.5) 4,684([ -623..34>]
日 製 造 業 768 (2.5) 2, 971 
10. 
H R I 180* (一〉 2, 303 (4.2) 
12. 
電機・電子 202 (2.8) 
本 15. 
途 製 造 業 5, 477 (17.6) 17,775([ 19.95]) 
12. 1.9 




1, 849 (25.4) 2,721([ 366..77)]
ア 製 造 業 1, 265 (1. 4) 
ジ 13. 
ア H R 817* (一〉 2, 219* (一〉N 
I 
E 電機・電子 421 ( 5.8) 
S 18. 
(注) 1) *は (D) を含むことを示す。したがって金額は過小に計上されている。
2) アジア NIES は表 1-1 のとおり。
3) HRI には化学，機械，電機・電子，輸送機器の 4 つの産業が含まれる。
4) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， ( J はそれぞれの期間の年平均増加率である。
(出所) 1970年: U. S. Dept of Commerce, Selected Data on U. S. Direct Investment Abroad, 
1950-76, 1982. 










化した。先進国は 7.3 億ドル減少し途上国は 8. 7 億ドル増加したO そのうちの 7.3 億ドルはア



















まず表 1-3 で台湾をみてみよう。台湾の対外直接投資は 1959年から80年までの 21年間に
1. 0億ド、ノレで、あったが， 80年代のわずか 6 年間に1. 7億ドルも増加し累計で2. 7億ドルになった。
さらに重要なのはその地域別，産業別構成の変化である。 1980年までは ASEAN V，こ対する投
資が全体の 3 分の l を占め，産業別にみると化学品製造業の比重が40%ちかくになっていた。
このような特徴は80年代に入って一変した。地域的にみるとアメリカが全体の60%を占めるよ
(5) 前掲論文(注 1 )表 I ーし 2 ，表lV-3 。
(6) とくに新保，前掲書(注 2) 第 5 章置を参照。
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表 1-3 台湾の対外直接投資(認可額〉 (単位: 1 ， 000US ドノレ〉
|総 ム口‘ 計 I ASEAN 言十 アメ リカ そ‘タご の 他
1980年 101 , 365* 33, 826 43 , 966 23, 573* 
総 i口L 計 (100) (33.4) (43.4) (23.3) 
271 , 832 70, 055 163, 156 38, 621 1986年
[17.9J (100) [12. 9J (25.8) [24. 4J(60. 0) [ 8.6J (14. 2) 
1980年 4, 219 438 
農 林 業 他 ( 4.2) 
1986年 5, 297 638 
[ 3, 9J ( 1. 9) 
86.983 32, 761 37, 126 
製 Z、企旦七 業 計 (85.8) (36.6) 
1986年 219, 150 68, 957 122, 794 
[16. 6J (80.6) [22.1J(45.2) 
1980年 10, 642 3, 255 6, 035 
電子・電器 (10.5) ( 6.0) 
製品製造業 1986年 92', 853 5, 251 81 , 602 
[43. 5J(34. 2) [54. 3J (30.0) 
1980年 38, 076 13, 876 24, 000 
化学品製造業 (37.6) 
1986年 42, 809 14, 609 28, 000 
[ 2.OJ (15.7) 
1980年 38, 265 15, 630 7, 091 
そ の 他 (37. 7) 
1986年 83, 488 49, 097 13, 192 
[13. 9J (30. 7) 
1980年 10, 313 627 6, 840 
建 設 業 他 (10.2) 
1986年 47, 385 460 40, 362 
[28. 9J (17. 4) 
(注) 1) *欄の数字は各産業欄の内訳の合計とあわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。
2) 1980年は1959-80年の合計， 1986年は195与一86年の合計である。
3) ASEAN はタイ，マレーシア，シンガポール，フィリピン，インドネシアの 5 カ国である。

























表 1-4 韓国の対外直接投資 (単位: 1 ， 000 ドル〉
(地域別) I 総合計|東南アジア 中 東 北 米 中南米 ヨゴロアフリカ大洋州ッノ
1980年 141 , 905 50, 976 21 , 431 32, 219 7, 357 4, 262 23, 646 2, 016 
(100) (35.9) (15.1) (22.7) ( 5.2) ( 3.0) (16.7) (1. 4)1 
1986年 633, 341 120, 136 114, 068 229, 450 61 , 289 16, 461 11 , 404 80, 543 
[28.3J(100) [15. 4J (19.0) [32. 1J (18.0) [38.7J(36.2) ( 9.7) ( 2.6) ( 1.8) (12.7)1 
(買業)1 総合計|鉱
叩80年I 141 , 905 1 
業林業水産業製造業建設業運輸業貿易業不動産その他
(100) 
3, 211 19, 315 9, 027 
(2.3) (13.6) ( 6.4) 
25 , 007 24 , 453 2, 29327, 356 15, 644 15, 599 
(17.6) (17.2) ( 1.6) (19.3) (11.0) (11.0) 
1986年1 633, 341 1 244, 25855, 622 9, 958 160, 48334 , 888 2, 42777, 04425, 78922, 872 [ 28.3J(100) 1[105.8J(38.6) ( 8.8) ( 1.6) [36.3J(25.3) ( 5.5) ( 0.4) (12.2) ( 4.1) ( 3.6) 
(注) 1) 1986年の総合計がその地域別内訳の合計とあわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。
2) 1980年は1968一一80年の合計， 1986年は1968-86年の合計である。













いるのはすでに別稿で指摘したとおりである。アジア NIES の 1986年の技術集約的製品の輸
出447億ドルのうち62.9%の 281億ドルが両産業の輸出で、あった。またいわゆるエレクトロニグ




(7) 韓国の1986年度末の直接投資の産業別・地域別構成については n987年度版 貿易年鑑』韓国貿易
協会， 1987年を参照。
また台湾と韓国の対外直接投資については小川雄平「発展途上国をめぐる資本輸出J， 奥村，前掲
書(注 2) 第 6 章，および同氏の「東南アジア一転換期のアジア NIESJ 柳田侃編『世界経済』ミネ







的に行われているという点である。日本については， アメリカに対しでもアジア NIES に対
しでもこのような動きはみられない。





















この表によれば，アメリカの輸入は1982年から86年までの 4 年間に年平均13.5% も増大し，
輸出の増加率の 8.3%を大幅に上回っているのがわかる。その結果，貿易収支は 61億ドルの黒
(8) 前掲論文(注 1 )表 1 -2 ，表IV-l ，表1V-4 。なお表1V-4 のアジア NIES は台湾を除く 3 カ
国である。






輸入|輸出|収支 輸 入|輪 支
世 界 ム口、
6, 073 1 …|…| -590 (100) (100) (13.5) (100) I ( 8.3) (100) 
先 進 国 計 23, 578 28, 770 5, 192 39, 761 41 , 121 1, 360 
(75.8) (77.4) (14.0)(77.0) ( 9.3)(80.5) 
カ ナ ダ、 16, 429 16, 509 80 25 , 752 27, 652 1, 900 
(52.8) (44, 4) (1 1. 9)(49, 9) (13. 8) (54. 2) 
ヨーロッノミ 3, 225 9, 708 6, 483 6, 920 10, 643 3, 723 
(10.4) (26.1) (21. 0) (13.4) ( 2.3)(20.8) 
日 本 3, 288 1, 150 -2, 138 6, 663 1, 589 -5, 074 
(10.6) ( 3.1) (19.3) (12.9) ( 8.4) ( 3.1) 
オーストラリ他ア I 637 1, 403 766 426 1, 237 811 
( 2.0) ( 3.8) (-9.6)( 0.8) (-3. 1) ( 2. 4) 
途 上 国 E十 7, 529 8, 410 881 11 , 884 9, 934 -1 , 950 
(24.2) (22.6) (12. 1) (23. 0) ( 4.3) (19. 5) 
ラテンアメリカ 2, 965 5, 053 2, 088 5, 934 6, 289 355 
( 9.5) (13.6) [18.9)(11. 5) ( 5.6) (12. 3) 
他のアフリカ ( D ) 153 ( D ) 99 
( 0.4) (-10.3)( 0.2) 
中 東 124 175 51 ( D ) 157 
( 0.4) ( 0.5) (-2.7)( 0.3) 
他のアジア太平 ( D ) 3, 029 5, 693 3, 389 -2, 304 
洋 ( 8.1) (11. 0) ( 2.8)( 6.6) 
働かアメ| -1. 2ぺ 5.9ペ 3.6ぺ -2, 305 リカを除く途上国 (14.7) ( 9.0) ( 6.9)(11.5) I ( 2.1)( 7.1) 
〈注) 1) この表はアメリカの，アメリカの多国籍企業の在外子会社に対する輸入，輸出額を示している。
2) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， [ J は 4 年聞の年平均増加率である。
































輸入 輸出 収支 輸 入 輸 出 収 支
製造業合計| 12, 386 12, 883 20, 791 12, 573 -8, 218 (100) (100) [13.8J (100) [ -0. 6J (100) 
食 料 1, 435 597 -838 1, 511 439 -1 , 072 
(11. 6) ( 4.6) [ 1.3J ( 7.3) [-7. 4J( 3.5) 
化 学 2, 759 4, 722 1, 963 4, 492 5, 354 862 
(22.3) (36. 7) [13. OJ (21. 6) [ 3.2J(42. 6) 
金 属 1, 452 1, 153 -299 3, 355 1, 206 一 2， 149 
(11. 7) ( 8.9) [23. 3J (16. 1) [ 1.1J ( 9.6) 
機 械 1, 441 1, 905 464 2, 182 1, 222 -960 
(11. 6) (14.8) [10. 9J (10.5) [ -10. 5J ( 9.7) 
電機・電子 1, 718 1, 554 -164 4, 370 2, 089 -2, 281 
(13.9) (12.1) [26. 3J (21. 0) [ 7.7J (16.6) 
輸 送 機 器 1, 702 1, 441 -261 2, 275 1, 099 -1 , 176 I 
(13.7) (11. 2) [ 7.5J (10.9) [ -6. 5J ( 8. 7) 
そ の 他 1, 878 1, 510 -368 2, 605 1, 163 -1 , 442 
(15.2) (11. 7) [ 8.5J(12. 5) [ -6. 3J ( 9.2) 
(参 産高研業究合集計約度 7, 620 9, 622 2, 002 13, 319 9, 764 -3, 555 (61. 5) (74.7) [15. OJ (64. 1) [ O.4J(77. 7) 
考それ以外の産 4, 766 3, 261 -1 , 505 7, 472 2, 809 -4, 663 
業合計 (38.5) (25.3) [11. 9J (35.9) [ -3. 7J (22.3) 
(注) 1) この表は，アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社による輸入，輸出額を示している。
2) 産業区分は子会社による。
3) ()は各年の製造業合計を 100 とする構成比， [ J は 4 年間の年平均増加率である。
(出所) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 
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表]J -1 と]J -2 を]J -3 にまとめアメリカの工業製品の貿易全体と比較してみよう。アメ










アメリカの工業製 アメリカのアメリ アメリカ以外の多子 貿多易国@籍十企③業=関④連の I 子カ多会社国籍と企の業貿在易外② 会国社籍企の業の在米品の貿易 ① 貿易 ③ 
輪 1982年 150, 622 (100) 31, 107(20.7) 12, 386( 8.2) 43, 493(28.9) 
入 1986年 293, 781 (100) 51, 645([ 17.6>] 20, 791([ 7.1>] 72, 436([ 24.7>][18.2 13.5 13.8 13.6 
輸 1982年 144, 103 (100) 37, 180(25.8) 12, 883( 8.9) 50, 063(34.7) 
出 1986年 155, O70(1090]> 51, 055([ 32.9]> 12, 573( 8.1) 63, 628([41.0]>[ 1. 8.3 [ -0.6 6.2 
収 1982年 -6, 519 6, 073 497 6, 570 
支 1986年 -138, 711 -590 -8, 218 -8, 808 
〈注) 1) アメリカの工業製品の貿易は SITC5~8 の合計である。













































製造業世界合計 1, 182 460 966 542 1, 409 621 -788 
先 進 国 計 619 148 -471 643 167 -476 1, 116 159 -957 
:lt 米 476 119 -357 557 104 -453 763 115 -648 
(アメリカ) (一〉 (一〉 (一〉 (537) (77) (-460) (726) (97) (-629) 
ヨ』ーロッノミ 55 55 47 15 -32 291 18 -273 
(E C) (一) (一〉 (一〉 ( 43) ( 3) ( -40) (273) (17) (-256) 
オセアニア 88 29 -59 39 48 9 62 26 -36 
途 上 国 2十 564 311 -253 322 374 52 303 518 215 
中 南 米 58 93 35 27 52 25 22  -20 
ア ジ ア 477 218 -259 283 187 -96 278 387 109 
(アセアン〉 (一〉 (一〕 (一〕 (164) ( 52) (-112) ( 96) (103) ( 7) 
中 東 6 6 1 135 134 1 129 128 
ア フ リ カ 23 -23 1 -11 2 -2 
電気機械世界合計 598 117 588 98 1, 006 156 -850 
北 米 341 3 -338 457 10 -447 656 17 -639 
(アメリカ〉 (一) ( -) (一〉 (445) ( 10) (-435) (637) ( 17) (-620) 
ア ジ ア 160 114 -46 85 86 1 150 101 -49 
(アセアン〉 (一〉 ( -) ( -) ( 20) ( 13) (-7) ( 49) ( 17) (-32) 
(注) 1) 1986年度については世界合計と各地域の内訳の合計があわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。

















表 ll-5 日本多国籍企業在外子会社の親会社との品目別貿易， (電気機械器具， 1980年度〕
在北米子会社
輸入 輸出
総 メ口L 計 168, 936 2, 951 
産業用電気機械器具 1, 442 
民生用電気機械器具 2, 681 59 
電気照明器具
ラジオテレビ受信機， 23, 413 
電気音響機械器具
その他の通信機械器具 28, 740 2, 658 
電子計算機，同付属装置 13, 311 
その他の電子応用装置 3, 391 
電子機器用・通信機器 91 , 670 130 
用部分品
その他の電子機械器具 710 104 
電子機械部分品 3, 578 
(注) 1) この品目別輸出入高に商業は含まれていない。
(出所〉 通産省『海外投資統計総覧』第 1 因。
収 支











輸入 輸出 収 支
154, 147 105, 447 -48, 700 
3, 465 2, 039 -1 , 426 
1, 720 20, 112 18, 392 
82 82 
1, 398 37, 167 35, 769 
3, 734 1, 344 -2, 390 
2, 739 2, 739 
4, 506 5, 245 739 
78, 111 30, 071 -48, 040 
1, 486 962 -524 



























1970 年から86年までについて一覧にしている。工業製品とは SITC の 5 から 8 までの合計で





輸 入|輸 支 輸 入|輪 支
1970 25, 907 29, 731 3, 824 12, 622 21 , 859 9, 237 
(100) (100) (48.7) (73.5) 
1971 30, 416 30, 844 428 15, 486 23, 462 7, 976 
1972 34, 282 -3, 467 19, 415 25, 886 6, 471 
1973 44,790 45, 542 752 23, 406 33, 867 10, 461 
1974 56, 203 64, 555 8, 352 28, 691 47, 438 18, 747 
1975 52, 098 72, 116 20, 018 27, 943 54, 885 26, 942 
1976 66, 156 78, 523 12, 367 35, 606 60,067 24, 461 
1977 78, 622 81, 939 3, 317 41 , 958 62, 552 20, 594 
1978 107, 429 96, 789 -10, 640 56, 539 74, 731 18, 192 
1979 119, 563 119, 554 -9 63, 919 91 , 447 27, 528 
1980 131, 940 147, 247 15, 307 72, 793 106, 893 34, 100 
(100) (100) (55.2) (72.6) 
1981 149, 177 158, 410 9, 233 82, 210 118, 851 36, 641 
1982 150, 622 144, 103 -6, 519 85,989 109, 187 23, 198 
1983 170, 746 136, 452 -34, 294 100, 305 104, 674 4, 369 
1984 231 , 926 148, 208 -83, 718 137, 504 115, 666 -21 , 838 
1985 258, 006 150, 654 -107, 352 156, 931 119, 391 -37, 540 
1986 293, 781 155, 070 -138, 711 181, 965 121 ,837 -60, 128 
(100) (100) (61. 9) (78.6) 
(注) 1) 工業製品は SITC の 5 から 8 までの合計，技術集約的製品は 5 と 7 の合計である。










たい。輸出については1970年がすでに 73.5 %で86年が 78.6 %であるから，アメリカの工業製
品の輸出はほぼ一貫して技術集約的製品が中心であるのがわかる。そして技術集約的製品にお
ける輸出の停滞はただちに工業製品の輸出の停滞につながるのである。一方，輸入については









ていたが， 80年代に入って停滞し始めた。 1980年には893億ド、ルで、あったが， 86年でも 1049億
表面一 2 アメリカをめぐる直接投資(製造業)
(単位: 100万ドル〉
11970 1 1例日 問新い977旧 間新 1 1980旧 1980新 1 1982旧 1986 
対外直接投①資 ||31 ， O49||51 ， 172 51, 172||66,03362, 019||89, 290 89, 2901|90, 609 83, 452|! 104, 877 
[13.3J I [ 8.9J I [12.9J I [ 0.7J I [5.9) 
対先進②国 |!25， 5721|41 ， 973 41 , 9731|53,709 50, 474|171 , 475 71, 475|1 | 1 
[13.2J I [ 8.6J I [12.3J I [-O.lJ I [7. ,3J 
対途上国 \5， 477\ 9, 200 9 叫2.324 川…川 19.210 川 19.862
対内直接投③資 ||6， 1401|10， 685 10, 3881|14, 030 14, 030||25, 159 32, 9931|44, 065 44, 0651| 71.963 
[14.9J I [10.5J I [21. 5J I [15.6J I [13.0J 
ω1 5.061 4.79 4. 71 3.55 2.06 1. 46 
川 4.16\ 3.93 3.83 2.84 1. 62 1. 18 
(注) 1) (J はそれぞれの期間の同一ベースでの年平均増加率である。
(出所) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 





































































(12) たとえば『昭和62年版世界経済白書~， 1988年， 97ページや， W1988年ジェトロ白書・貿易編世界と
日本の貿易~， 1988年， 10ページなどを参照。
(13) 新保，前掲書(注 2) 表 4-13および U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, 



































































(16) 田中喜助・池本清編『貿易の経済学』有斐閣， 1977年の第 4章，池本清『国際貿易論の研究』千倉
書房， 1983年の第 8章，本山美彦編『貿易論のパラダイム』同文館， 1987年の第 2 章などを参照。



































(18) Vernon , R.,“The Product Cycle Hypothesis in a New International Environmentヘ Oxford
Bulletin of Economics and Statistics, Vol. 41 , No. 4, November 1979, p. 265. 
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新保博彦
おわりに
最近の急速な技術革新と企業のグローバル化の展開は，新たな世界経済の成長の波をひきお
こした。しかしそれは同時に各国経済の間に著しい不均衡ももたらした。それは商品だけでな
く，直接投資，その他の資本などの著しいアメリカへの集中である。不均衡は技術集約度の高
い製品，あるいはそれを生産している企業の投資についてみると一層顕著である。このような
状態が継続していくならば，すでに存在している南北間格差をはじめとする各国の経済的格差
が拡大する可能性は高くなってくる。各国やそれぞれの企業，個人が自己の経済的利益の追求
だけをめざしていると，このような問題の解決はますます遠のいてしまう。各国政府からそれ
ぞれの国の企業や個人にいたるまであらゆるレベルでの広範な協力の試みが求められているの
である。
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